
財政状況等一覧表（平成２０年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　長野県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

269,427 208,488 27,943 505,857

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一 般 会 計 843,299 834,378 8,921 4,490 11,425 1,564,080

公債費特別会計 232,662 232,662 0 0 153,428 -

市町村振興資金貸付金特別会計 1,114 1,088 27 27 - -

母子寡婦福祉資金貸付金特別会計 489 282 207 0 8 -

心身障害者扶養共済事業費特別会計 459 446 12 12 93 -

小規模企業者等設備導入資金特別会計 1,237 451 787 0 8 7,301

農業改良資金特別会計 815 569 246 0 47 352

漁業改善資金特別会計 1 0 0 0 - -

県営林経営費特別会計 369 332 37 37 169 3,062

林業改善資金特別会計 468 130 338 0 2 -

一 般 会 計 等 826,278 815,703 10,575 4,566 1,574,794

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

病 院 事 業 会 計 19,758 19,769 △ 10 2,184 6,392 28,803 18,060 法適用企業

電 気 事 業 会 計 3,134 2,921 212 4,644 39 11,272 0 法適用企業

水 道 事 業 会 計 4,831 4,218 612 2,989 118 27,149 0 法適用企業

流域下水道事業費特別会計 11,295 10,897 398 223 2,054 32,150 32,150

公営企業会計等　計 10,040 99,375 50,210

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。

　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。

　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。

　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

長野県上伊那広域水道用水企業団 1,050 838 212 1,276 253 5,496 589 法適用企業

一部事務組合等　計 1,276 5,496

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

長野県土地開発公社 52 3,580 19 - 4,458 5,328 - -

長野県道路公社 0 21,953 21,953 - - 16,061 - -

長野県住宅供給公社 49 11,475 61 30 1,865 - - -

(財)長野県消防協会 △ 0 385 50 5 - - - -

 (財)長野県文化振興事業団 42 153 20 18 - - - -

 (社)長野県私立幼稚園協会 3 107 50 4 - - - -

 (社)長野県私立短期大学協会 △ 0 111 50 - - - - -

 (社)長野県私学振興協会 1 175 50 - - - - -

 (財)長野県長寿社会開発センター 3 354 220 117 - - - -
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 (財)長野県生活衛生営業指導センター 1 18 5 17 - - - -

 (財)長野県アイバンク・臓器移植推進協会 1 281 40 5 - - - -

 (財)長野県下水道公社 △ 62 1,238 20 - - - - -

 (財)長野県中小企業振興センター 30 1,856 305 386 - - - -

(財)長野県テクノ財団 △ 17 6,237 2,800 53 - - - -

 (財)塩尻･木曽地域地場産業振興センター 5 326 10 - 280 - - -

 (財)飯伊地域地場産業振興センター △ 3 639 5 2 - - - -

 (財)長野県国際交流推進協会 △ 2 314 240 - - - - -

 （社）信州・長野県観光協会 △ 30 1,765 100 50 - - - -

 (財)長野県農業開発公社 △ 50 204 313 81 - - 499 249

 (社)長野県原種センター △ 20 1,901 689 10 - - - -

 (社)長野県農業担い手育成基金 △ 40 2,004 500 4 94 - - -

 (社)長野県畜産物価格安定基金協会 △ 1 324 96 11 - - - -

 (社)長野県果実生産出荷安定基金協会 5 151 5 2 - - - -

(社)長野県林業公社 △ 77 42 68 267 13,946 - 9,548 8,593

 (財)長野県林業用苗木安定基金協会 △ 0 45 30 - - - - -

(財)長野県緑の基金 1 635 150 - - - - -

 (財)長野県林業労働財団 △ 6 252 8 42 4 - - -

 (財)長野県建設技術センター 65 1,322 5 - - - - -

 (財)長野県暴力追放県民センター 3 364 309 7 - - - -

しなの鉄道㈱ 194 1,987 1,782 10 - - 2,743 146

 松本空港ターミナルビル㈱ 16 673 250 - - - - -

 ㈱長野協同データセンター 3 43 30 - - - - -

地方公社・第三セクター等　計 30,232 1,121 20,647 21,389 12,790 8,988

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

財 政 調 整 基 金 6,253

減 債 基 金 87,823

その他充当可能基金 6,019

充当可能基金 計 100,095

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成19年度
決算　A

平成20年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 0.61 0.90 0.29 △ 3.75 △ 5.00 - - -

連結実質赤字比率 2.88 △ 8.75 △ 25.00 - - -

実質公債費比率 17.3 15.9 △ 1.4 25.0 35.0 - - -

将 来 負 担 比 率 221.4 400.0 - - -

財 政 力 指 数 0.46 0.49 0.03

経 常 収 支 比 率 95.4 93.4 △ 2.0

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。

　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。

　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。

　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成20年度決算における基準である。
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